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内部統制システム構築の基本方針の一部改定に関するお知らせ 
 

 当社は、本日開催の取締役会において内部統制システム構築の基本方針に関し、一部改定することを決議

いたしましたので、下記の通りお知らせいたします（改訂箇所は下線を付しております） 

 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

(１)取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、法令等の遵守があらゆる企業活動の前提であると認識し、当社及び当社グループ会社の取締役、

執行役員並びに職員は、法令等の遵守はもとより、企業人として企業理念、グループ行動基準の遵守、社

会規範、倫理に即して行動する。そのための具体的な指針として、「アルコニックス企業理念」「アルコ

ニックス役職員行動基準マニュアル」を制定し、全役職員に配布し周知徹底している。 

当社は「取締役会規程」に基づき定例取締役会を原則として毎月１回、及び必要に応じて臨時取締役会

を開催している。取締役会は当社グループ全体の重要な業務執行を決定すると共に、各々の取締役の職務

執行の適法性が確保され法令及び定款に従い意思決定を行っていることを監督している。取締役会に付議

すべき事項は、「権限規程・権限基準表」で具体的に定めている。意思決定においては、必要に応じて外

部専門家の意見を聴取し、判断の合理性・適法性を確保している。また、取締役会は業務執行にとらわれ

ない社外取締役、社外監査役の意見・指摘を真摯に傾聴し、適正な意思決定に努めている。 

各監査役は監査役会が定めた監査方針のもと、取締役会への出席、業務執行状況の調査等を通じ、取締

役の職務執行を監査している。 

 

(２)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理は、法令並びに「文書管理規程」及び「文書の保管及び

保存要領」に従い当該情報を文書または電磁的媒体に記録し保存・管理を行っている。 

 

(３)損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社及び当社グループ会社は取引におけるリスク認識のため「権限規程・権限基準表」に基づき社内決

裁書をもって事案を申請させ管理部門等の審議を経て許可を行う体制となっている。取引金額若しくはリ

スクが一定額以上の案件に関しては、毎月開催される社長を委員長とした取締役及び管理部門の部長で構

成するリスク管理委員会にて討議を経た上で取締役会の決議を受けている。なお、リスク管理委員会には

常勤監査役がオブザーバーとして出席している。 一方、監査部は内部監査を通じて使用人の職務執行に

おける法令遵守及び社内諸規程等の遵守状況を把握確認して社長以下、取締役及び監査役へ報告するとと

もに、発見された課題事項並びに要改善事項は当社及び当社グループ会社の課題として共有している。 

 

(４)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は定例取締役会を毎月一回開催し、重要事項の決定並びに各々の取締役の業務執行状況の監督等を

行っている。取締役会の機能をより強化し効率化させるため、取締役会への上程案件に関しては事前にリ

スク管理委員会で討議を行っている。業務の運営に関しては、中期経営計画及び各年度予算を策定し、具

体的には全社の目標を設定し、各部門がその目標達成に向け具体案を立案・実行する制度となっている。 



また、当社は経営環境の変化に機敏に対応するため、平成 12 年９月開催の臨時株主総会で定款を変更し、

取締役の任期を１年としている。経営の意思決定及び監督機能と業務執行を分離し、取締役会の監督機能

を強化するため平成 13 年３月より、執行役員制度を導入している。また毎月一回常勤取締役と執行役員で

構成される執行役員会議を開催し、職務執行に係わる事項の討議を行っている。重要な事項については取

締役会へ報告もしくは上程し決議を受けている。 
 

(５)使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社では役職員が法令・定款・社内規程を遵守しコンプライアンスに対する意識を高めるため、社長を

委員長とする内部統制委員会と、その下部組織としてコンプライアンス委員会を設置している。また、コ

ンプライアンスに関する相談・通報体制を含めた「アルコニックス役職員行動基準マニュアル」を役職員

に配布し、周知徹底することにより法令順守体制を構築している。なお教育・研修を通じ役職員への浸透

を図っている。一方、監査部は内部監査を通じて使用人の職務執行における法令遵守及び社内諸規程等の

遵守状況を把握確認して社長以下、取締役及び監査役へ報告するとともに、発見された課題事項並びに要

改善事項は当社及び当社グループ会社の課題として共有している。 

 

(６)当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社のみならず、当社グループ会社にも独自の各種規程を作成させている。特に、当社グループ会社の

意思決定におけるリスクを当社が認識するため、当社グループ会社別の「権限規程・権限基準表」に基づ

き社内決裁書をもって事案を申請させ、当社の管理部門の審議を経た上で当社グループ会社が決裁する方

法を採用している。当社は当社常勤取締役若しくは執行役員等を当社グループ会社毎に非常勤役員として

派遣し、直接会社運営に加わり助言を行う体制をとっている。また経営企画部が予算・決算を含めた会社

運営の指導管理を行っている。これに加えグループ会社は当社と同様に法令遵守、コンプライアンス意識

を高めるため「アルコニックスグループ行動基準マニュアル」を制定し組織内への周知徹底を推進してい

る。一方、監査部は定期的に実施する子会社監査を通じて日常業務における法令順守及び社内諸規程等の

遵守状況を把握確認し、問題点や改善必要事項については改善計画書を提出させている。 

 

(７)監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

現在は監査役の職務を補助する使用人を配置していないが、要請があった場合には取締役から独立した

監査役を補助すべき使用人を配置する。 

 

(８)前号の使用人の取締役からの独立性の確保に関する事項、及び当該使用人に対する指示の実効性の確保

に関する事項 

上記の使用人の選任・評価・異動等に関しては監査役会の同意を取得するものとし、取締役からの独立

性を確保できる体制とする。 

 

(９)当社及び当社グループ会社の取締役及びその使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制、並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない

ことを確保するための体制 

取締役及び使用人は会社に対し著しい損失が発生する恐れがあると認識した場合には、直ちに監査役に

報告する。常勤監査役は取締役会・リスク管理委員会・執行役員会議等の重要な会議に出席すると共に社

内決裁書等の重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役・使用人に説明を求めている。常勤監査役は監査

部が行う内部監査に立会うと共に監査講評会にも出席している。 

また、当社及び当社グループ役職員が内部通報制度により行った通報状況、内容、及び社内不祥事また

は法令違反事案のうち重要なものについては監査役に伝達されなくてはならない。なお当該内部通報制度

においては、当該報告をしたことを理由に不利益な取扱いをすることを禁じる旨を明文化している。 

 

(10)当社監査役の職務の執行について生ずる費用に関する事項 

 取締役及びその使用人は、監査役または監査役会が監査の実施のための費用を請求する時、当該請求に

係る費用が監査役または監査役会の職務執行に必要でないと認められる場合を除きこれを拒むことができ

ない。 



(11)その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制 

常勤監査役は重要な文書の閲覧と社内の重要な会議に出席し、取締役の日常業務の執行状況を監査し、

毎月開催される監査役会へ報告を行い、必要に応じ社外監査役から意見の聴取を行っている。監査役は平

素より当社及び当社グループ会社の取締役と意思疎通を図り、情報収集と監査環境の整備に努めている。

一方、監査部は内部監査計画の策定に際しては、常勤監査役と協議すると共に会計監査人とも連携してい

る。また監査役は適宜、会計監査人による往査・監査講評にも立会うと共に会計監査人との情報交換会を

開催している。 

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制 

(１)アルコニックス企業理念の行動指針として「アルコニックス役職員行動基準マニュアル」を制定しその

中に、「反社会勢力との対決」として、反社会勢力とは一切関わらない旨を規定し、社内に徹底を図っ

ている。 

(２)同マニュアルの中で、反社会勢力からの不当要求等に対しては、総務・人事部が窓口となり、経営トッ

プをはじめ組織全体で、対処することとしている。 

(３)また、反社会勢力の排除に向けて所轄官庁及び関連団体と協力してその排除に努めるとともに、新規取

引先に対しては、反社会勢力との関係調査を必ず実行することとしている。 

 

 

以 上 

 


